































































（AICPA：American Institute of Certified Public Accountants）が公表した監



















































































































































































































情報・通信 20  20.4％
サービス 16  16.3％
小売 10  10.2％
卸売 10  10.2％
電気機器  8 　8.2％
建設  7 　7.1％
機械  5 　5.1％
不動産  4 　4.1％












































IPOのため  8  8.2％
債務超過回避  8  8.2％
資金調達のため  8  8.2％
株価の維持・上昇ため  3  3.1％
売上維持・減益回避  3  3.1％
倒産回避・上場維持  3  3.1％
不明（動機について開示されていない） 17 17.3％







































































⑷　不正のトライアングルについては，Association of Certified Fraud Examiners, ACFEの web-
saite で説明されている。http://www.acfe.com/fraud-triangle.aspx
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